
（注１）
	償　還　金　贈　与　契　約　書
　〇〇〇〇（以下「甲」という。）と社会福祉法人〇〇会設立代表者〇〇〇〇（以下「乙」という。）と〇〇〇〇（以下「丙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結する。
第１条　甲は、社会福祉法人〇〇会の設立が認可されたときは、同法人の独立行政法人福祉医療機構（注２）からの借入金の償還財源として、総額金〇〇〇〇〇〇〇〇円を別記のとおり同法人に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。
第２条　甲は、前条による贈与を毎年　月末日までに行わなければならない。
第３条　甲が、第１条による贈与を履行できないとき、又はできなくなったときは、丙がその贈与を代替し又は残余の贈与を継承して行う。
第４条　丙は、第３条による贈与の継承を履行できなくなったときは、あらかじめ乙の承諾を得なければならない。
第５条　この契約に定めていない事項については、甲、乙及び丙は、誠意をもって協議のうえ決定するものとする。
　上記契約を証するため、同文３通を作成し、甲、乙及び丙署名捺印のうえ各１通所持する。
　　　　　年　　月　　日
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　注１　法人設立認可申請書には契約書原本の写しを添付すること。契約書の
　　　原本は関係者がそれぞれ保管する。
　注２　独立行政法人福祉医療機構以外の金融機関からの借入を行うときは当該金融機関名称を記入する。
　注３　償還金贈与の継承者を必ず置くこと
【留意事項】　


新規借入に対する償還財源には、主に『償還贈与』及び『社会福祉法人の自己資金』がある。


○償還贈与ついて


■特定の個人等から、借入金の償還に充てるために償還期間中贈与を受けることをいう。『償還金贈与契約書』をもって確実なものとする。


■実際の契約にあたっては、次の点を遵守すること。


・　書面による償還金贈与契約（本様式を用いること）がなされていること。


・　契約書に寄付目的と寄付額が明示されていること。


・　記名する者は全て実印を押印し、印鑑証明書、身分証明書を添付すること。


・　寄付者等（指定様式中の『甲』、『丙』）については、償還贈与が確実に履行または承継できる者であること（20年間の償還贈与が可能な年齢であるか、所得があるか等。詳細は市担当者に確認すること）。


・　償還贈与もしくは承継予定の額は、その者の課税所得（年額）の1/4以内であること。


・　甲の償還贈与を補完する立場にある丙については、一つの償還贈与契約で複数名でも可能（二人目は丁となり、人数分の別記（年次の償還贈与予定記載のもの）を添付すること）。


・　寄付者等（指定様式中の『甲』、『丙』）については、課税証明書等（課税証明書、源泉徴収書等）を添付すること。


・　寄付者が団体の場合には、寄付行為を行うことを決定した理事会等の議事録、当該団体の定款、登記簿謄本、役員会議事録、過去3年分の決算書等を添付し、これをもって償還寄付の確実性を確認する。


→　当該社会福祉法人に今後予定される額と同等の寄付実績が過去3年分の決算から確認できること。









